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六むすび
表：平穏生活権関連判例
一　はじめに
　近年、遺伝子組換え等の現代的研究施設に対する安全性に関心が寄せられるよ
うになってきた。この分野の訴訟として、平成13年にいわゆる国立感染症研究所
実験等差止訴訟判決が下された。結果としては、原告らの差止請求は棄却され都
心の住宅地にバイオハザード施設が悠然と横たわり研究活動が継続されている状
態にある。このような遺伝子組換え施設や原発施設に対する訴訟は、いわゆる
「科学裁判」としての特徴を持ち、伝統的な公害訴訟と離れて独自に検討する必
要があると考えられている（1）。特に筆者には、周辺住民が実験等に抱く「不安
感・恐怖感」に対して何らかの救済を与えるべきか否かか重要となると思われ
る（2）。
　すなわち、遺伝子組換え実験施設等の科学施設は、いったん被害が発生すれば
計り知れない甚大なものとなることは必定である。しかしながら、民事上の損害
賠償請求ないし差止請求訴訟の理論枠組みの研究について言えば、一方で同じく
現代的科学施設である原発訴訟に独自の理論枠組みは判決の積み重ねと学説の協
（1）原田尚彦「東海原発訴訟第一審判決の意味」ジュリ843号72頁。
（2）原子力、バイオハザードの科学裁判については、牛山積編集代表『体系
例5原子力』（2001）参照。
環境・公害判
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同により次第に確立しつつあると言えるのに対し、他方で遺伝子組換え実験施設
に関する理論の研究は未だ発車のベルを待っている状態である。したがって、後
者では第一、第二番目の判決であるP4訴訟判決、国立感染症研究所実験等差止
訴訟判決（二にて簡潔に紹介）において、従来型の公害の理論枠組みをそのまま
適用しているという状態にとどまっている。そこで本稿では、この問題に対する
研究を後押しする基礎的な資料を提供して研究の始動を促し、若干の限定された
問題点を指摘することにした次第であり、また筆者の差止研究の一部を構成する
ささやかな中間的発表としたいと考えている。本稿では、特に「不安感・恐怖
感」が保護に値する利益ないし権利となる道を提供し得る可能性を持つ生成中の
権利たる平穏生活権の生成と機能を紹介し、次いで遺伝子組換え実験の安全性お
よび立証問題について取り上げてみたいと思う。
二　国立感染症研究所実験等差止訴訟判決ならびに参考としてのP4
　訴訟判決
1国立感染症研究所実験等差止訴訟（3）東京地判平成13．3．27判時1767号51頁
［事案］
　本件は遺伝子組換え実験施設における病原体等の保管、実験等の差止を求めた
民事訴訟事案である。国（Y）は、東京都新宿区に国立感染症研究所の研究施設
を設置し、感染の危険のある病原体等を保管し、病原体を使用した実験、遺伝子
組換え実験等の実験を実施している。これに対し、本件訴訟は、本件研究施設の
付近に居住する住民、大学に勤務する教職員等であるXらが平成元年から平成
一二年にかけて一九次にわたって提起したものであり、包括的に入格権（人格権
の一種としての平穏生活権を含む〉を根拠として、XらがYに対して本件研究施
設においてP2以上の病原体などの保管、それを利用しての実験、それに伴う排
気、排水及び排煙等の施設外への排出の差止を請求した。
［争点］
①請求の特定性。
②病原体等の拡散、漏出の危険という被害が顕在化していない段階でも、人格
　権侵害が認められ、差止請求が認められるか。
③バイオハザードによりXらの人格権が侵害されたか。
④主張立証責任。
（3）本訴訟については、芝田進午『バイオ裁判』（1993）、予研＝感染研裁判原告の会・予
研＝感染研裁判弁護団編著『バイオハザード裁判』（2001）、礒野弥生・書評・環境と公害31
巻1号70頁（2001）がある。
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⑤実験業務等の危険性が認められるか。
［判旨］
Xらの請求を棄却。
①「民事訴訟における給付請求については、その請求内容が最終的には強制執行
の方法により強制的に実現され、その実効性を確保できること」が必要（民訴
133条2項）とした上、本件請求は、差止の対象を確認することが不可能に近いほ
ど困難であり、原則として不適法と解す余地があるが、事案の性質と審理の経過
にかんがみ、Xらの主張するYの行為の違法性の内容、程度に関する検討をす
るものとした。
②③⑤
・人格権に基づく差止請求の違法性判断の要件について。
　本判決は、人格権に基づく差止請求は、「被侵害利益と侵害行為の法益の性
質・内容、侵害行為の内容の程度等を総合的に考慮した違法性判断を経た上で、
差止の可否が決せられる」ものと解し、争点②③について、「被侵害者はその被
害が生じる前に侵害者の当該行為を止めることができるものであることからすれ
ば、被侵害者の利益の侵害ないしその危険が具体的に現実化していることが必
要」とし、その違法性判断の具体的手法として「被侵害法益と侵害行為の企図す
る法益の内容・性質との対比を念頭に置いた上での被侵害法益に対する侵害行為
の態様と侵害行為の有する法益、とりわけ公共性ないし公益上の必要性の内容と
その程度等を比較衡量するほか、侵害行為の開始時とその後の継続の経過及び状
況、その間に採られた被害防止に関する措置の有無及びその内容、その効果等の
諸事情を考慮し、侵害行為によって生じる被害が受忍限度を超えるものであるこ
とが必要というべきである」と判示した。
・実験業務等の危険性が認められるか（被侵害利益）。
　これに関しては、Xらの主張から被侵害利益を「抽象的な不安感」に過ぎな
いと判断して、違法性判断に関する受忍限度論に照らしてみても、差止請求は認
められないとした。すなわち、Xらの本件における主張立証を個別に検討して
みた結果、結局、Xらの主張は、感染研の取り扱う病源体等や、それらを用い
た各種実験などの感染研の業務に対する抽象的な不安感を訴えるにとどまるもの
といって過言ではないのであり、それは経験的に実証可能な知見すなわち科学的
知見の裏付けを欠く漢とした主観的危険をいうものにすぎないから、これでは病
原体等が漏出する具体的な危険性があるということはできない。
　④Xらは感染研で安全性確保対策の行われてレ｝ないことを一定程度立証すれ
ば足り、それに対して相手方たる被告が絶対安全であることの主張立証責任を負
うべきものであると主張する。しかし、「本訴請求は人格権に基づく差止請求と
170　早法78巻1号（2002）
いう形を装ってはいる状その実態は不法行為法理（民法七〇九条）の範ちゅう
に位置付けられるものであり」、本件が公害訴訟であることや、証拠の偏在も
「違法性判断の立証責任を転換する特段の事由となるものではない」。
II　P4訴訟（4）水戸地土浦支判平成5．6．15判時1467号3頁
［事案］
　本件は組換えDNA実験という最先端技術に関してその実験の差止とともに損
害賠償を求めた民事訴訟事案である。茨城県つくば市及び牛久市に居住する原告
（X）らが、被告理化学研究所（Yl）が1984（昭和59）年に建設した「ライフサイ
エンス筑波研究センター」施設内の「P4実験室」におけるP4レベルの組換え
DNA実験により、その生命、身体に回復しがたい重大な損害をうけるおそれが
あり、平穏で安全な生活を営む権利や生命、身体に対する安全性の意識が現に侵
害されているとして、Y1に対し、不法行為及び人格権に基づいて右P4実験室
をP4レベルの組換えDNA実験に使用することの差止を求め、また、すでに右
P4実験室でなされた実験により損害をこうむったとして、Y1及びその理事長で
ある被告Y2に対し不法行為に基づ’く損害賠償を請求した事案である。
［判旨］
Xらの請求棄却。
　差止について以下のように判示した。「仮に、平穏で安全な生活を営む権利
（以下、平穏生活権ともいう）の侵害を理由に本件P4実験室の使用の差止めを請
求しうる場合があるとしても、右の平穏生活権或いは人格権の侵害は、それが客
観的に違法といえる程度に重大で、社会生活上、通常人が一般に受忍すべき限度
を超えたものであることが必要である」。そして、「右の平穏生活権或いは人格権
の侵害の前提である生命、身体の侵害はすでに発生しているか、未だ発生してい
なければ、これが発生することの客観的な蓋然性がなければならない」。しかし、
本件においては、侵害の現実の発生または発生の蓋然性は認められないから、差
止請求権は認められないとした。
　損害賠償については以下のように判示した。Xらのいう「安全性の意識はそ
の内容が極めて抽象的かつ曖昧といわざるを得ないうえ」、「一般に精神的被害と
して慰謝料をもって償われるべきものとされる現実の精神的苦痛や恐怖心などと
は異なり、漠然とした懸念、不安感或いはせいぜい危惧感という程度の心理的負
担ないし感情であって、差し迫ったものと認められないので、これをもって法律
（4）本判決の紹介は本研究ノートに必要な部分に限る。中村哲・平成5年度主要民事判例解
説122－123頁。
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上保護されるべき利益」ということはできず、不法行為を理由とする損害賠償請
求は理由がない。
　立証責任については次のように述べる。「原告らは本件P4実験室での組換え
DNA実験により受忍限度を超える公害被害が生じる一般的抽象的蓋然性のある
ことを立証すれば足り、右立証がなされたときは、被害が発生しないことを被告
側が立証すべきであると主張するが」、「本件施設の建設及び本件P4実験室の設
置に当たって環境アセスメントをなすべき義務があるとする根拠はなく」、した
がって「これが行われておらず、或いは住民に対する説明や事件に関する情報の
公開が不十分であったとしても」、ただちに「立証責任の軽減或いは転換を図る
べきであるとは解されない」。
三　平穏生活権について
1　判決についての問題意識
　両訴訟において、原告側から被侵害利益として平穏生活権が主張されている。
国立感染症研究所実験等差止訴訟では、原告らは差止請求の法的根拠としての人
格権の一環として、平穏生活権を独自に取り上げて主張しているが、判決では平
穏生活権に触れずに「人格権に基づく差止請求」の問題として包括的に論じてい
るにすぎない。これに対し、P4訴訟では平穏生活権が差止の根拠となりうるこ
とを示唆しつっも原告らの主張が受忍限度論によって排斥されている。
　通説的見解によると、損害賠償請求の被侵害利益としては法律上の保護に値す
る利益で足りる。差止請求において根拠として絶対権類似の排他的権利が必要だ
から、平穏生活権という概念が用いられるのだろうか。さらに、なぜ、単に従来
のごとく人格権ではなく「平穏生活権」という概念があえて選択されるのか。結
論を先取りするようだが、筆者は身体権では把握できない、まさに生活していく
上で必要となる精神的平穏を問題として取り上げる必要があったのだと考えてみ
る価値があるのではないかと思う。まさに、「不安感・恐怖感」に対する有力な
保護手段としての意義を積極的に盛り込むことを考えてみたい。
2平穏生活権における被侵害権利ないし利益の内容について
　国立感染症研究所事件判決においては、差止が認容されるためには「被侵害者
の利益の侵害ないしその危険が具体的に現実化していること」が必要であるとし
ているが、「危険が具体的に現実化する」という状態とは、判例理論において果
たしていかなる事態が想定されているのであろうか。すなわち、判例は本件にお
ける感染研の業務活動は「抽象的な不安感」を与えるにとどまり、感染研の危険
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性については科学的知見の裏付けに欠けるという。しかしこのような実験を行う
現代的施設においては、その危険性が現実化する前に差止請求権を認めることが
焦眉の課題なのではないだろうかと、筆者には感じられる（5）。
　っまり、バイオハザード施設のような現代的研究施設の安全性を司法的に問い
ただすためには、従来の公害理論ではカバーできず、新しい権利（ないし利益）
を創設するのが望ましい、そして、従来の社会において見られなかった新たな危
険に対する恐怖心・不安感から救済する必要性、また、バイオハザードのような
未知で大規模な被害の現実化を具体的に回避する必要性があることを方向づけて
いるのではないだろうか。
　それでは「平穏生活権」とは、はたしてどのような権利と考えられているの
か（6｝、次に若干の考察を加えてみよう。
3　平穏生活権に関する学説
　平穏生活権という権利ないし利益については、いまだ確立した概念は存在せ
ず、その発生も明らかではない。平穏生活権について本格的に取り上げている文
献も今のところ見あたらないようである。四宮和夫『不法行為』329頁は、生活
妨害・公害の項目において「生活の平穏」の侵害を取り上げている。
　五十嵐『人格権論』104－106頁は、横田基地騒音公害訴訟控訴審判決の提唱す
る「『平穏生活権』という概念が定着するかどうか」は将来の問題と述べ、そし
て、いわゆる「とらわれの聴衆」訴訟や嫌煙権訴訟において請求が棄却された理
由は、公共交通機関内の問題という点にあり、「個人の家庭生活の平穏の侵害」
と区別されるという。このことから、五十嵐教授がとらえる平穏生活権という概
念によって保護される利益とは、家庭生活に関連した平穏を保護することに限定
されるということになろう（7）。
　これに対して、潮見『不法行為法』は平穏生活権の問題として暴力団事務所の
存在により周辺住民の生活の平穏が害されている場合、また精神的平穏の侵害の
問題として、プライバシー権を取り上げている（8）。ここでは、プライバシー関連
（5）総合研究開発機構二高橋宏志共編『差止請求権の基本構造』（2001）。
（6）　広中俊雄『債権各論講義第六版』461－462頁は「私生活の平穏の妨害」という項目をた
てている。潮見佳男『不法行為法』60，78－84頁。「〈研究会＞公害・環境判例の軌跡と展望」ジ
ュリ1015号238－239頁（1993）。淡路剛久「人格権・環境権に基づく差止請求」判タ1062号151－
154頁（2001）、同「廃棄物処分場をめぐる裁判の動向」環境と公害31巻2号9－15頁（2001）。
（7）ただ、平穏生活権につき詳述されているわけではないので、この点にっいては取り上げ
られた問題に限定して考える必要があると思われる、五十嵐清『人格権論』104－1G6頁
（1989）。
（8）潮見佳男『不法行為法』（1999）。
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で用いられる意味での、私事をみだりに公開されないという保障を内容とする平
穏生活権（私生活における精神的平穏）に対して、暴力団事務所に関する平穏生活
権では、周辺住民の生命・身体に対する侵害の危険、精神的平穏に対する侵害が
問題とされている点で、被侵害利益の点では絶対権・絶対的利益侵害と同質であ
ると評価されている。特に、「さらに、この問題は、暴力団以外の団体・自然人
の行動により生活の精神的平穏がおびやかされたり不安感が惹起・増悪されてい
る場合の法的処理に関する問題にもつながるひろがりを見せている」との指摘は
注目に値する。前田陽一教授もプライバシーの間題として平穏生活権の問題を取
り上げる（9）。
　そして、淡路教授は暴力団事務所の存在と特に産業廃棄物最終処分場を例とし
て、平穏生活権を生成中の精神的人格権と位置づけ、その特徴は①生命、身体に
対する侵害の危険が具体的危機感や不安感となって精神的平穏や平穏な生活を侵
害している場合に人格権の一種として差止請求権が生じる、②身体権に直結した
精神的人格権であるから、身体権に準じた重要性を有する、③人格権に基づく差
止訴訟一般と同様の判断方式に従う、という三点にあるとしている（10）。
　以上に見たように、平穏生活権はいわゆる生成中の新しい権利概念とされるた
め、次に、その内容を明らかにする一助となるように判例から本権利の内容の抽
出を試みたいと思う。
4　平穏生活権に関する判例
　平穏な生活という概念が最初に判例上問題とされた事件は定かではない。しか
し、以下で検討するように損害賠償請求の保護法益としては、比較的古くから用
いられているようである。
　これに対して、差止の根拠たる人格権の一種としての平穏生活権については、
横田基地公害訴訟控訴審判決（東京高判昭和62．7．15）において「平穏生活権又は
生活権」として登場する。すなわち、「人格権の一種として、平穏安全な生活を
営む権利（以下、仮に、平穏生活権又は単に生活権と呼ぶ。）」。ここで平穏生活権な
いし生活権と定義された権利の内容は、「騒音、振動、排気ガスなどは右の生活
権に対する民法七〇九条所定の侵害であり、これによって生ずる生活妨害（この
中には、不快感等の精神的苦痛、睡眠妨害及びその他の生活妨害が含まれる。）は同条
所定の損害というべきである（右の生活権は、身体権ないし自由権を広義に解すれ
（9〉前田陽一「住居情報の公開によるプライバシー侵害と書籍の出版・販売の差止め」判タ
1062号173－177頁（2001）。
（10）　より正確には前掲・淡路判夕参照。
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ぱ、それらに含まれているともいえるが、それらとは区別して右に述べたような意味で
使うこととする。これは被害の態様からみると身体傷害にまでは至らない程度の右のよ
うな被害に対応する権利である。）」とされており、これは従来利益の聞題として論
じられてきたものである（11）。なお注目に値するのは、労働争議に関する⑤⑥決
定でもこれ以前に差止が認められている点である。
　そして、判例上では「平穏生活権」は次のような事案において問題とされてい
るが、ここでは、主として考察を人格の精神的側面に限ることとして、判例の分
類を試みたい。
四　平穏生活権の諸類型（12）
1生活妨害・ニューサンス
　まず、平穏な生活の利益は、生活妨害事例において問題とされている。
　②東京高判昭和37．5．26　日刊スポーツ新聞社事件、工場の騒音を理由とする
慰籍料請求事件である。「騒音、振動、悪臭等により被控訴人等の住居の静穏が
侵害され」と原告が主張しているのに対して、受忍限度論により違法性を認定し
た（13）。
　⑬京都地決昭和61．11．13本件は日照権侵害事件である。まず、窓への目隠設
置請求権については「民法二三五条一項は、……相隣者間の私生活がたえず眺め
られているような不快感を除去することを要求したもの」と解して認容したが、
生活権侵害を理由とする本件建築工事の禁止差止請求権については建築禁止の申
請を却下した（14）。
　次に産業廃棄物最終処分場をめぐる紛争において、人格権侵害として差止を求
めるものがある。
　⑳仙台地決平成4．2．28丸森町廃棄物処分場事件、産廃処分場の操業事前差止
め認容の事例である（15）。本判決では、平穏生活権の内容が判決中に具体的に示
されている。本件では、原告は被保全権利として生活環境権なるものを主張して
（11）大塚直「生活妨害の差止に関する基礎的考察」法協107巻4号524頁、「鼎談・横田基地
騒音公害控訴審判決」ジュリ895号32－50頁（1987）、牛山積編集代表『体系　環境・公害判
例3騒音・振動』139頁（2001）は、本判決は人格権（生活権または身体権）に基づく差止
請求権を肯定したものと紹介し平穏生活権の用語は引用していない。
（12）差止にかかわる判例については判決年月日に下線を引くことにする。
（13）前掲・四宮329頁は「生活の平穏」として扱っている。また判例も居住の平穏という語
を使っている。その他に名古屋市宮堂商店騒音事件も挙げている（314頁）。
（14）　前掲・五十嵐87－89頁。
（15）坂口洋一「丸森町廃棄物処理場事件」公害・環境判例百選90－91頁。
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いたが、本決定はこれを排斥し、代わりに人格権の一種としての「平穏生活権」
に基づく差止請求権を認めた。すなわち、人は、人格権としての身体権の一環と
して、質量共に生存・健康を損なうことのない水を確保する権利を有し、適切な
質量の生活用水、一般通常人の感覚に照らして飲用・生活用に供するのを適当と
しない場合には、「不快感等の精神的苦痛を味わうだけでなく、平穏な生活をも
営むことができなくなるというべきである」。「人格権の一種としての平穏生活権
の一環として、適切な質量の生活用水、一般通常人の感覚に照らして飲用・生活
用に供するのを適当とする水を確保する権利があると解される」。これによると、
平穏生活権によって保護される利益は、通常の精神的苦痛とは別の利益である、
とも考える余地もありそうだ。また、立証責任について、「一般の住民が、専門
業者を相手として、業者の営業に関して生じる健康被害・生活妨害を理由に、操
業差止めを求めている事案においては、証明の公平な負担の見地から、住民が侵
害発生の高度の蓋然性について一応の立証をした以上、業者がそれにもかかわら
ず侵害発生の高度の蓋然性のないことを立証すべきであ」るとして、住民の立証
責任を軽減した。
　⑳熊本地決平成7．10．31本件も産業廃棄物処分場の事例である。被保全権利
に関しては、「生命健康を維持し、快適な生活を営む権利（人格権）は、民法の
右条項（筆者注：民法709条）を実定法上の根拠とする具体的権利として認められ
るというべきである」、「人格権としての身体権の一環として、質量共に生存・健
康を損なうことのない水を確保する権利があると解される。また、生活用水に当
てるべき適切な質量の水を確保できない場合や、客観的には飲用・生活用水に適
した質である水を確保できたとしても、それが一般通常人の感覚に照らして飲
用・生活用に供するのを適当としない場合には、不快感等の精神的苦痛を味わう
だけでなく、平穏な生活をも営むことができなくなるというべきであるから、人
格権の一種としての平穏生活権の一環として、適切な質量の生活用水、一般通常
人の感覚に照らして飲用・生活用に供するのを適当とする水を確保する権利があ
ると解される」と、述べられている。
　上記二決定から考えると、平穏な生活には客観的な危険性認定基準が要求され
ることになる。また、同様の決定に＠、⑫判決がある（16）。
　⑭東京地決平成10．12．17本件はクリスマスイルミネーションに対する設置・
点灯禁止仮処分申立て事件である。「債権者らの右被保全権利の主張のうち、い
わゆる生活権や環境権は、良好な生活環境を享受しうる権利ということになろう
が、このような抽象的な内容にとどまる限り、権利性が未熟であって、他人の行
（16）前掲・淡路に＠判決が紹介されているが、未公刊である。
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為の排除（差止め）を求める権原となり得るような法的権利として確立したもの
と認めることはできない」として申立て却下した（17）。
　次に、純粋な精神の平穏が問題となるプライバシー侵害の場合を取り上げる。
2　プライバシー
　③東京地判昭和39．9．28　「宴のあと」事件である。損害賠償請求について、
「私生活の公開とは、公開されたところが必ずしもすべて真実でなければならな
いものではなく、一般の人が公開された内容をもつて当該私人の私生活であると
誤認しても不合理でない程度に真実らしく受け取られるものであれば」プライバ
シー侵害となり、「私生活特に精神的平穏が害われることは、公開された内容が
真実である場合とさしたる差異はない」として請求を認容した（18）。
　⑳最判昭和63．6．1　自衛隊合祀拒否損害賠償等請求訴訟事件である。国に対す
る損害賠償請求において、「原審が宗教上の人格権であるとする静謹な宗教的環
境の下で信仰生活を送るべき利益なるものは、これを直ちに法的利益として認め
ることができない性質のものである」として請求棄却した。
　⑳最判昭和63．12．20　囚われの聴衆事件である。本判決では差止、損害賠償が
ともに否定されたが、次の伊藤裁判官の補足意見が重要である。伊藤補足意見
は、「自己の欲しない刺激によって心の静穏を乱されない利益」（広義のプライバ
シー）をして、法的利益として不法行為法上の保護の対象となるとしている。し
かし、他者から心の静穏を害されない利益は、精神的自由権の一つとして憲法上
優越的地位を有するものとすることは適当ではない。個人の人格にかかわる被侵
害利益としての重要性を勘案しつつも、侵害行為の態様との相関関係において違
法な侵害であるかどうかを判断しなければならない、という立場を採っている。
　⑳最判平成元．12．21意見ビラ名誉殿損事件である。名誉鍛損に基づく謝罪広
告請求については、名誉侵害の不法行為の違法性を欠くものとして、謝罪広告請
求を棄却した。慰籍料請求については次のように判決した。「被上告人らの氏
名・住所・電話番号等を個別的に記載した本件ビラを大量に配布すれば右のよう
な事態が発生することを上告人において予見していたか又は予見しなかったこと
に過失がある、というのであるから、被上告人らは上告人の本件配布行為に起因
して私生活の平穏などの人格的利益を違法に侵害されたものというべきであり、
上告人はこれにつき不法行為責任を免れないといわざるを得ない」として、慰謝
料請求を認めた。本判決は名誉殿損の成立は否定したが、私生活の平穏などの利
（17）　中山弘幸・平成11年度主要民事判例解説298－299頁。
（18）前掲・五十嵐221頁。
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益への侵害は認めた事例と考えられる（19）。本件では名誉及び名誉感情の侵害が
認められず、私生活の平穏などの人格的利益に対して独自に慰謝料二万円が認め
られた事案となっている。
　⑭東京地判平成7．3．30本件は、被用者のHIV感染を使用者が被用者及び第
三者に知らせることがプライバシー侵害を構成するか問題となった事例である。
平穏という言葉こそ使われていないが、潮見『不法行為法』でプライバシーに関
する問題の一環として、取り上げている。
　他に有名人のおっかけマップに関する一連の判決⑰、⑳、⑬がある（20）。次に、
家庭生活そのものに関連する平穏の問題を取り扱った事例を挙げる。
3平穏な家庭生活
　①秋田地判昭和36．9．11　自動車の追突による住居の平穏侵害を理由とする慰
籍料請求事件である。「住居は人間のあらゆる生活関係の本拠となるべきもので
あるし、その平穏は、生命身体の安全と密接な関係を有している。人は誰しも自
己の住居を他より侵害されることなく、その中において家族と平穏な生活を営む
利益を有しているばかりでなく、これは憲法上の権利にまで高められている（憲
法第三五条）。・一このように考えると、住居の平穏が害された場合には、それ
に伴う財産的損害の有無に拘わらず、住居権者において通常精神的苦痛を受ける
ものと考えられるし、住居権者は、これに基く損害賠償請求権を有するものと解
すべきである」として慰籍料請求を認容した。
　⑦横浜地判昭和53．4．19愛人の面会強要等による家庭生活妨害事件である。
損害賠償請求について、「人は誰でも何人にも妨げられることなくして平穏にそ
の日常生活を営むことができるのであって、何人かが故意または過失により平穏
裡に営まれている他人の日常生活を妨害した場合には、その程度、態様の如何に
よっては不法行為が成立すると解される」として、損害賠償請求を認めた。そし
て、差止請求について、「人が日常生活を営むうえで享受する前述のような利益
は人格権ないし人格的利益の一つであつて人それぞれに固有の排他的支配権とし
ての性質を有するものであるから、現にこれが何人かによって侵害されている場
合には、所有権その他の物権におけると同様、単にそれが侵害されたことによる
損害賠償の請求ばかりでなく、人格権ないし人格的利益に基づく妨害排除として
直接侵害行為の差止を請求し得るものと解するのが相当」として、会社と自宅へ
の立入・電話禁止の差止請求権も認容した。
（19）前掲・潮見82頁は、本判決を評して「電話などによる嫌がらせや非難攻撃の対象となっ
た者は、人格的利益としての平穏生活権を侵害されているとされる」と述べる。
（20）前掲・前田に詳しい紹介がなされている。
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　⑧東京地判昭和55．4．1サラ金業者の打電による生活侵害事件である。損害賠
償について、「債権者が、いかに正当な貸金等債権の回収をはかる目的に出たも
のとはいえ、特別の事由もないのに、一般市民の就寝時問である午前○時頃から
午前六時頃までの時間帯をことさらに選んで、約一か月の間三日にあけず、債務
者とその配偶者に対し支払請求の打電をすることは、債務者とその家族の正当に
保護されるべき生活の静穏等の利益を不当に侵害するものであり、債権行使の方
法として許されるべき範囲を逸脱し、違法である」として、請求を認容した。
　⑨新潟地判昭和57．7．29サラ金業者の取り立てによる平穏生活侵害事件であ
る。「原告方玄関先の道路は、市営住宅に居住する多数の者が通行するところで
あるから、右貼紙をすることは、原告とその家族の正当に保護されるべき平穏な
生活を不当に侵害するものであり、債権回収の方法として許されるべき範囲を逸
脱した違法な行為である」として慰籍料請求を認容した。
　⑳　東京地判平成2．11．28愛人の養育費等請求行為に対する損害賠償訴訟で
ある。「被告の右一連の行為は常軌を逸し、執ようで、もはや権利行使の方法と
して許された範囲を越えており、原告の正当に保護されるべき名誉、信用、医師
としての体面、平穏な生活を営む権利を不当に侵害する不法行為というべきであ
り、被告の右不法行為により原告は著しい精神的苦痛を強いられたものと認める
のが相当」とした。慰謝料請求事件であるが、平穏な生活を営む権利の存在が認
められ、慰謝料100万円の支払いが命じられた。
　ここでは、身体権に直結しない精神的人格権（利益）も、生活環境のような保
護対象とされている点が重要である。次に、身体、生命に関連した精神的平穏の
問題についての判例を取り上げよう。
4暴力団
　上に挙げた諸類型の他、「平穏生活権」が問題となる事例の一つとして、暴力
団事務所の存在があげられる。
　⑰静岡地浜松支決昭和62．10．9　まず一カー家組事務所使用差止等事件を見て
みよう。被保全権利としては、「何人にも生命、身体、財産等を侵害されること
なく平穏な日常生活を営む自由ないし権利があり、この権利等は、人間の尊厳を
守るための基本的、かつ重要不可欠な保護法益であって、物権の場合と同様に排
他性を有する固有の権利であるというべきである」。「一カー家の組事務所として
公然と使用される限り、その構成員らの犯罪行為や他の暴力団の対立抗争などに
よって、何時いかなる危害を加えられるかもしれない危険や不安におびやかされ
ることになり、その危険や不安から脱却して平穏な生活を続けることは不可能」
であるとして使用禁止仮処分が認められた。
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　⑳京都地判平成4．10．22本件は、暴力団に対する、建物の区分所有等に関す
る法律に基づく区分所有権の競売、引渡し、原状回復請求がすべて認められた事
例である。「被告戊田による二回にわたる違法な改造行為、配下の組員らの事務
所としての使用、駐車場やマンション内の一一一号室前通路の使用についての日
頃の言動、その他マンション内外における粗暴な言動など一連の行為は、他の区
分所有者らに恐怖感を与えてその平穏を著しく害し、本件マンションの評価を低
下させたものであり、その管理、使用に関して区分所有者共同の利益に違反する
行為であり、これによる他の区分所有者らの共同生活上の障害は著しい程度に至
っているものと認められる」。そして損害賠償請求については、自治会が被った
損害に対する損害賠償請求権が認められた。しかしながら、本件では、財産樹曼
害なのか精神的損害に対する回復が命じられた事例なのか、今ひとつ判然としな
いところがある。
　⑳大阪高判平成5．3．25人格権に基づく暴力団事務所としての使用差止請求事
件。「何人も、生命、身体の安全を侵されることなく、平穏な生活を営む権利を
有し、受忍限度を超えて違法にこれを侵された場合には、人格権に対する侵害と
してその侵害行為の排除を求めることができ、またその侵害が現実化していなく
とも、その危険が切迫している場合には、その予防として、あらかじめ侵害行為
あるいは侵害の原因となる行為の禁止を求めることができると解すべきである」。
　⑳大阪高決平成6．9．5　暴力団事務所使用差止仮処分事件。「抗告人らの生命、
身体、平穏な生活を営む権利等のいわゆる人格権が受忍限度を超えて侵害される
蓋然性は大きく」、として差止の仮処分が認められた（21）。
　潮見教授は⑳、⑳については、不安感・危嗅感を抽象的危険でなく具体的危険
ととらえ、民事的救済に載せたものと評価する（22）。次に、生命、身体、健康と
いう、従来でも絶対権と考えられてきた利益に関連する侵害にも、平穏の概念が
利用されている事例を紹介しよう。
5生命、身体、健康に関連する心身の平穏
　④横浜地判昭和44．11．26使用者による癌である被用者に対する退職届提出要
求が違法とされた事件である。「傷病者本人がその心身の安静、平穏を維持する
利益を有することはいうまでもなく、また、傷病者の家族が適切な療養によって
本人の傷病の回復、生命の保持を願い、療養上必要とされる本人の心身の安静、
平穏を確保することを欲するは人倫に発する崇高自然の感情であるから、家族は
（21）　以上の他、前掲・潮見は、⑩、⑭、⑯、⑱、⑲を具体的危険がある事例、⑪、⑳を救済
方法に関する事例としてあげている。
（22）　前掲・潮見60頁。
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傷病者の心身の安静、平穏を維持するについて利益を有するものというべきであ
る。・・…具体的事情の下において当該利益が社会観念上強度なものと認められる
とき、これを法的保護に値する利益と評価するのを相当とする場合があることは
否定できない」。そして、特に癌患者が、「心身の安静、平穏を維持し、また家族
が本人のためそれを確保する利益は強度なもの」であり、「法的に保護に値する
利益」であるとしている（23）。
　⑱東京地判平成9．4．23　厚生省の添加物指定緩和による健康権侵害を理由とす
る国家賠償請求事件。本件では、原告の主張する人格的利益は、健康権という独
立の権利ととらえることはできないとしても不法行為法上保護されるべき法的利
益であるとして、実質的な不法行為の成否を判断する。「恐怖感とか不安感なる
ものは、……それが単なる主観的危倶や懸念にとどまらず、近い将来、現実に生
命、身体及び健康が害される蓋然性が高く、その危険が客観的に予測されること
により健康などに対する不安に脅かされるという場合には、その不安の気持ち
は、もはや社会通念上甘受すべき限度を超えるものというべきであり、人の内心
の静穏な感情を害されない利益を侵害されたものとして、損害賠償の対象となる
と解するのが相当である」、という恐怖感や不安感に対する損害賠償請求の枠組
みを設定し、国家賠償請求を棄却。
　以上二判決は一方は身体権と別に利益を考え、他方は身体権と関連させて考え
ている点が興味深い。次に、労働争議において生活の平穏が問題とされた事例を
紹介する。
6労働争議
　⑤大阪地決昭和51．2．6大阪事務能率事件。宣伝カーによる悪口連呼に対し
て、静ひつな住居を侵され、家庭生活が破壊され、公然と名誉は傷つけられ、侮
辱をうけ、家族の健康に重大な影響が生じているとして人格権に基づいて仮処分
を申請した事件である。連呼宣伝禁止の仮処分が認容された。
　⑥大阪地決昭和52．12．27大照金属事件。組合員のシュプレヒコールに対し
「私生活の平穏を害するような一切の行為」を禁止する仮処分命令が出された。
　ただ、この二決定は労経速の記述が短いため詳細はわからない。
　⑳東京地決平成元3．24東京ふじせ企画労組事件。「ところで、個人の生活の
平穏、行動の自由等の生活上の利益は、人格権の一内容として保護されるべきも
のであり、これらの生活上の利益が社会通念上受忍すべき限度を超えて侵害さ
（23）本件の評釈には川井＝佐保・判評141号41頁（判時606号147頁）（1970）がある。「本件
の保護利益は、新しい形成途上のものだけに……やがては人格権と生活権にまたがる一っの
確立した類型としての処理がなされてよいと、思われる」との指摘は重要である（43頁）。
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れ、今後もそのような侵害がなされる蓋然性が高い場合には、被害者は、右侵害
行為の差止を求めることができるものと解すべきである」、「居宅のインターホン
を連打するなどして申請人らに面会を強要する行為及び右居宅の門前又はその付
近において、拡声器を用いて演説を行い、またはシュプレヒコールを反復連呼す
るなどして喧騒音を発する行為は、申請人らの私生活の平穏を侵害するものであ
り」、差止請求権が認められる。
⑯大阪地判平成8．5．27真壁組事件。本件は、損害賠償と差止で全体的に違法
性を考察している。「右認定の事実によると、被告の行った演説は、相当大きな
音量で行われたということができ、原告明の自宅が住宅地にあることや演説が多
数回にわたって、繰り返し行われたことなどの事情を考えると、被告の行った右
　　　　　　　　ぐママラ演説は・・…・平穏な日常生活を困乱させる違法な行為と認めるのが相当である」。
「右行為は、原告明の生活自体を妨害するものとして、生活権侵害と構成するの
が相当である」。「該当宣伝活動は、原告明、同和子及び同カルに対する生活権の
妨害、原告明に対する名誉権の侵害に該当する違法な行為ということができる」。
そして差止請求については、宣伝活動は「生活権……名誉権を侵害する行為」で
あり、差止によって保護するのが相当である。
⑮東京地判平成12．5．12　中央洋書事件。差止に関して「被告らの行為は、原
告らの私生活の平穏を著しく害するもので、社会通念上受忍限度を超え、原告ら
の人格権を侵害する違法な行為であるといわざるを得ず」として請求を認容し
た。損害賠償について、「その態様も、社会通念上、原告らの受忍限度を超えた
違法なものであり、原告らは、被告らの行為により、私生活の平穏を著しく害さ
れたものというべきである」として一部認容した。
7その他
⑫東京地判昭和61．9．16新日本国内空港ヘリ墜落事故事件。ヘリコプターの
墜落に際し、「死の恐怖」に対する慰謝料が独自に認められた事件である（24）。
⑳最判平成3．4．26熊本水俣病待たせ賃訴訟の上告審判決である。「早期の処
分により水俣病にかかっている疑いのままの不安定な地位から早期に解放された
いという期待、その期待の背後にある申請者の焦燥、不安の気持ちを抱かされな
いという利益は、内心の静穏な感情を害されない利益として、これが不法行為法
上の保護の対象になり得るものと解するのが相当である」。
（24）吉村良一「墜落事故と『死の恐怖』に対する慰謝料」ジュリ874号52－56頁（1986）。
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8小括
　以上、平穏生活という概念が利用されてきた場面とその発展をたどってみた。
確かに、平穏生活権という言葉自体は横田基地騒音公害訴訟であらわれ、その
後、丸森町廃棄物処分場事件、熊本地決平成7．10．31、P4訴訟、国立感染症研
究所実験等差止訴訟において、用いられている。しかし、保護利益としての平穏
な生活という利益自体は古くから用いられてきている。したがって平穏生活権は
近年になって出現したものというよりは、散発的に現われていた考え方の発展と
捉えることができよう。
　そして判例の紹介からは、平穏生活権（利益）が果たす役割には、（1）各分類を
横断して差止請求の根拠（利益ではなく権利）、（2）プライバシー侵害事例のよう
な、純粋な精神的平穏の保護、（3）家庭生活に関連する平穏（生活環境（25））の保護
（労働争議を含む）、（4）身体、生命に関連（直結）した精神的平穏の保護、（5）身体、
生命に直結しない精神的平穏の保護があることを見い出した。
　そして、不安感につき判例を見ると、一見主観的抽象的な危険と思われる場合
でも判例上平穏生活権（利益）の侵害が認められるのは、（i）一般人を基準として
客観的に危険性が認定できる場合（26）、（ii）被害に間接的に関連する先行行為に故
意がある場合・行為の悪性が強い場合、に抽象的危険が具体的危険に変化す
る（27）、㈹被害に直接関連する行為の先行行為の場合（28）、に侵害が認定されてい
るようである。そして、平穏生活の内容には、物理的平穏（生命身体の安全性に
かかわる平穏）と精神的平穏の両者が含まれる側面があり、その境界線は判然と
しているとはいえないが、プライバシー以外にも平穏な家庭生活妨害等身体権に
直結しない事例があることを見出したことが重要だと思われる。
　更にバイオハザードや近年の生活妨害事例では、平穏生活権は差止の根拠とし
て用いられているが、どうやらそれ以上の機能を果たすものではないようであ
る。バイオハザード施設に対する「不安感」に対する一保護手段として、平穏生
活権を用いる方向性を見いだしたいならば、暴力団関係の判例（暴力団の反社会
性が重要なポイントになっているようだが）を参考に、たとえばアセスメント手続
きの欠如などを手掛かりに抽象的危険を具体的危険に変化させる手法を考案し、
平穏生活権をより明確強固な権利とする等も一つの手段であろう。そして不安感
が問題になっているものには、一連の暴力団関連判決のほか、⑳、⑫、⑳判決が
あるが、食品添加物の指定緩和による健康侵害の事例である⑳判決では、「生命、
（25）　⑭判決。
（26）一連の産業廃棄物最終処分場に関する事例、⑱判決。
（27）一連の暴力団事務所に関する事例、この点は前述した潮見説参照。
（28）⑫、⑳判決。
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身体、健康を害する蓋然性が高く、その危険が客観的に予測される場合」でなけ
れば不安感に対する責任は認められていない。また、身体権に拘わらない事例で
は⑫や⑳判決のように被害に直接関連する先行行為が行われている場合にしか不
安感に対して責任は認めれられていないようである。そもそも暴力団関連の判決
においては暴力団の存在が反社会性を帯びたものであり、先行行為も違法な行為
である場合がほとんどである点でバイオハザード施設と異なっており、この点を
どう克服して抽象的危険から判例の述べる具体的危険へと転換させるのかが問題
となろう。他方、不安感という現実の被害発生（おそれではない）の問題につい
ては不安感が施設の持つ危険性（安全性）と密接に関係しているので、次にこれ
を誰がどのように主張立証するかにかかわってくると思われる。そこで、次に
「不安感」を生み出す原因となる実験施設の安全性の問題と立証責任について若
干の指摘をしておくべきであるとおもわれる。
五　遺伝子組換え実験の安全性と立証責任について
1原発訴訟から民事差止訴訟へ
　遺伝子組換えの安全を判断するためには、遺伝子工学などの高度の專門的知識
を要するが、訴訟上問題となるのは、安全性に対する司法審査の対象・方法、お
よび、立証責任の負担が問題となる。以下ではこの点につき原発訴訟と民事差止
訴訟を取り上げて検討する。ここで、バイオハザードの特徴として、「晩発性」
と「不顕現性」という、原子力施設における放射能汚染等の被害、特に、微量放
射能の長期問の曝露によるケースとの類似性が指摘されている（29）。筆者は、さ
らに施設の活動の専門性と被害が生じたときの甚大性も両者の共通点としてあげ
る。なぜならば、この二つは平穏生活権を強固にし、立証責任を転換させる理由
となると考えるからである。国立感染症研究所訴訟判決とP4訴訟判決において
は、前述のごとく、実験の安全性については裁判所が証拠に基づき独自に検討
し、また不法行為の原則にのっとって原告が危険性についての主張立証責任を負
うとされた。これに対して、原子力発電所に関する判決では、安全性の問題は原
子力安全委員会（原子炉安全専門審査会を含む）の科学的、専門技術的知見が重視
され、立証責任の軽減転換手法が確立される傾向にある点に大きな違いが見いだ
されると言っていいだろう。証明責任の分配は訴訟の帰趨を左右するが、淡路教
授は廃棄物処理場に関する軽減手法を提案されているが、原発訴訟の理論が遺伝
（29）牛山積編集代表『大系　環境・公害判例5原子力』153頁（2001）。すなわち、「晩発性」
と「不顕現性」とは、病原体等の微生物や放射線を体内に取り込んでから実際の被害（疾
病）が生じるまで時間がかかり、原因が不明なままで終わることであるとされている。
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子組換え訴訟に対しても応用できないかも既に指摘されている（30）。以下この点
につき判例の流れを確認してみよう。
　まず、原子炉設置許可取消を求めた行政訴訟の伊方原発訴訟（最判平成4．10．29
民集46巻7号1174頁）において司法審査の方法、主張立証責任にっいて重要な判断
が下された。すなわち前者につき、規制法二四条一項四号が許可基準を原子炉に
よる災害の防止上支障がないものであることと抽象的、包括的なものにとどめら
れているのは、原子炉の安全性に関する判断につき行政庁の合理的判断に委ねる
とした上、原子炉設置の安全性に関する司法審査は、その安全性について裁判所
が全面的、積極的に審理判断するのではなく、原子力委員会若しくは原子炉安全
専門審査会の専門技術的な調査審議及び判断を基にしてされた被告行政庁の判断
に不合理な点があるか否かであり、現在の科学技術水準に照らし、右調査審議に
おいて用いられた具体的審査基準に不合理な点があるか否か、あるいは専門委員
会の判断過程に看過し難い過誤欠落がある場合には、右判断に不合理な点があ
る。その立証責任は「本来、原告が負うべきものと解されるが、当該原子炉施設
の安全審査に関する資料をすべて被告行政庁側が保持していることを考慮する
と」、「被告行政庁の側において、［翅」、その「判断に不合理な点のないことを
相当の根拠、資料に基づき主張、立証する必要（鋤」があり、右主張立証を尽く
さない場合には被告行政庁がした右判断に不合理な点があることが事実上推認さ
れるとし、まず被告側が立証すべきとして原告らの立証責任の軽減を図った。立
証責任の分配に関する判決の趣旨については諸説粉糾しているが、ここでは、第
三者性ある専門委員会の判断に対して司法審査を行い、判断の合理性は被告側の
立証から導かれる点が重要である（32）。
　そして、民事差止に伊方判決が応用される。民事訴訟において原発の運転差止
の可否が最初に争われた関西電力高浜原発訴訟（消極的）（大阪地判平成5．12．24判
時1480号17頁）では、差止請求の主張・立証責任について特段の判断は示されず
原告側がこれを負担していると思われる（33）。次に、民事差止訴訟として最初に
（30）　訟務月報座談会41巻1号別冊148頁（1995）。
（31）上田徹一郎『民事訴訟法第三版』367頁（2001）、高橋宏志『重点講義民事訴訟法新版』
445－446頁（2000）。
（32）座談会「伊方・福島第二原発訴訟最高裁判決をめぐって」ジュリ1017号9－35（1993）、
高橋利文「伊方・福島第二原発訴訟最高裁判決」ジュリ1017号48－62頁（1993）、高木光・判
評414号28－34頁（判時1485号190－196頁）、原田尚彦「伊方原発訴訟」公害・環境判例百選
188－191頁（1994）、竹下守夫「伊方原発訴訟最高裁判決と事案解明義務」木川古稀『民事裁
判の充実と促進』1－24頁（1994）。
（33）　河野弘矩・判評427号35－40頁（判時1497号18H86頁）、新美育文「人格権にもとづく原
発運転差止の許否」私法判例リマークス1995〈上〉60－63頁。
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提起された女川原発訴訟（仙台地判平成6．1．31判時1482号3頁、仙台高判平成11．3．
31判時1680号46頁、最判平成12．12．20）第一審判決で伊方判決の理論が応用され
た（34）。この判決は、原子力発電所の安全性に関する論点についてほぼ網羅的に
判示した最初の判決であり、その後の審査枠組みを方向づけた判決と評価されて
いる（35）。本判決はまず、原子炉施設に求められる安全性につき「原子炉施設が
不可避的に一定の放射性物質を環境に放出するものであること等を前提とした上
で、その潜在的危険性を顕在化させないように、放射性物質の放出を可及的に少
なくし、これによる災害発生の危険性をいかなる場合においても、社会観念上無
視し得る程度に小さいものに保つことにある」と解し、基本設計における安全対
策確保を原子力委員会の安全審査の方法に即して検討した。次に、立証責任にっ
き次のように判断した。当該原子力発電所に安全性に欠ける点があり、原告らに
被害が及ぷ危険性があることについての立証責任は、人格権に基づく差止訴訟一
般の原則に基づいて壁が負うべきものとしつつ、原告側は必要な立証を團
行っていること及び安全性に関する資料をすべて被告の側が保持していることな
どを考慮して、［i塑においてその安全性に欠ける点がないことについ
て立証する必要があり、被告が右立証を尽くさない場合には安全性に欠ける点が
あることが事実上推定（推認）されるとし、立証責任を軽減した。ここでは被告
側の立証の必要が生じる前に原告らが先行して一定の立証を行っている点が重要
である。
　次に、長良川河口堰建設差止請求訴訟判決（岐阜地判平成6．7．20判時1508号29
頁）で原発以外の科学裁判について伊方判決の射程が広げられた（36）。すなわち、
①匡至］被告において本件堰に安全性が欠ける点がないことを相当の根拠資料に
基づき立証する必要があり、②被告が右立証を尽くさない場合に本件堰に安全性
が欠ける点があることが事実上推定されるが、それを尽くした場合には推定が破
れへ③原告らは本件堰に安全性が欠ける点があることについて医互］立証しなけ
ればならない。この判決ではまず被告に立証が要求され事実上立証責任が転換さ
れた点としたがって危険の存否の判断は被告の立証から導かれる点が重要であ
る（37）。しかし、控訴審判決（名古屋高判平成10．9．30判時1667号3頁）で、①立証
（34）　前掲・訟務月報座談会140頁以下。
（35）橋本博之「女川原発訴訟第一審判決」平成6年度重要判例解説38－40頁、前掲・河野、
岩橋健定「女川原子力発電所運転差止訴訟控訴審判決」平成11年度重要判例解説49－50頁。
（36）前掲・訟務月報座談会144頁以下、安西明子「事前差止における当事者の立証責任と裁
判所の審査方法」判タ1062号223頁（2001）。
（37）大久保規子「本件解説」ジュリ1056号123－124頁（1994）、田山輝明・判評450号43頁
（判時1567号197頁）。
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責任は原則として原告に属する、②災害時における本件堰の安全性については、
原告らにおいて本件堰の安全性に合理的疑いがあること及びそれにより原告らの
人格権が侵害されることを立証する必要があり、③右の合理的疑いの立証に対し
て被告は科学的、専門的な調査に基づき、具体的根拠を示して安全性に欠ける点
がないことを立証する必要がある、とした。原告らの立証責任の軽減を図りつつ
も危険の存否の判断は原告らの立証に導かせる立場とみることもできる（38）。
　だが女川判決の立場を踏襲したもんじゅ訴訟（民事訴訟）福井地判平成12．3．22
判時1727号33頁が言い渡された（39）。すなわち、本件の原子炉施設を含め、原子
力発電所は、大量の放射性物質を内蔵する施設であり、また常に潜在的危険性を
内包していること、その安全管理の方法は、原子炉施設によって異なりうるもの
であり、しかも、これに関する資料はすべて被告の側で保有していることにかん
がみれば、本件原子炉施設の安全性ついては、被告の側において、囲その
安全性に欠ける点のないことについて、相当の根拠を示し、かっ、必要な資料を
提出した上で立証する必要があり、被告が右立証を尽くさない場合には、本件原
子炉施設に安全性に欠ける点があることが事実上推定される。そして、被告にお
いて、本件原子炉施設の安全性について一応の立証をした場合は、立証責任を負
う原告らにおいて、安全性に欠ける点があることにっいて團立証を行わな
ければならない、と述べた。ここでは、被告側の立証から先行して行われること
になる。
2小括
　以上から導き出される原発訴訟の立証責任軽減転換の理論枠組みの特徴は次の
点にある．まず、①第三者性のある専門機関の存在、②潜在的危険性③被害
が発生した場合の甚大性（大量の放射能物質を内蔵する施設）、④資料の偏在、⑤
科学的専門技術の争い。それでは、これらの点から考えると、バイオハザード訴
訟でも立証責任が軽減・転換される余地（あるいは事案解明義務を負わせるなど）、
はあるのだろうか．まず共通点としては③被害の甚大性、④資料の偏在、⑤施
設が高度かつ複雑な科学技術施設である点とがあげられよう。そして相違点であ
る斌①委員会が安全性を判断する点、②裁判所により安全であると認識され
る遺伝子組換え施設と元来危険であると原発施設が認識される点とでバイオハザ
（38）　危険の存否が被告の立証と結びついていることを指摘するのは、王天華「行政判例研
究」自研78巻4号126－142頁（2002）。なお説明の便宜のため一審の原告被告の用語をそのま
ま用いた。
（39）この判決に関連する問題についてはジュリ1186号の「特集・これからの原子力行政」、
西村淑子「行政判例研究」自研78巻121－132頁（2002）がある。
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一ド訴訟と異なる。この①にっいては遺伝子組換え施設の設置に関し何らかの
専門委員会が設置される（審査にあたり、住民参加手続等が定められていること）と
すれば、裁判所に科学的専門技術判断の過度の負担をかけずに済むし、環境アセ
スメントがなされなかった国立感染症研究所事件判決では原告側に有利に働く見
込みがあろう（40）（41）。ただ、仮に（塗④⑤要件はクリアしても、立証責任が軽減さ
れた通常の生活妨害事例である⑳判決は被害発生の高度の蓋然性を要求している
ことを考えると、現在裁判所が採用する枠組みに従うとバイオハザード問題では
裁判所は②施設が安全であるという認識から出発していることと相侯って被害
発生の蓋然性を立証するのは困難となるだろう（42）。しかし、原子力問題につい
て高木教授は、原子炉施設に対する民事訴訟は、例えば、裁判所が相関的衡量で
違法性判断を行う道路公害訴訟などの他の分野の民事訴訟とは構造的に異なるの
ではないかという疑問を呈している。つまり、生活妨害が現実的に生じているよ
うな場合が典型的な民事差止訴訟のモデルならば、原子炉施設に対する民事差止
訴訟は、被害発生の具体的可能性が主要な争点とされる点で非典型的であると指
摘する（43）。しからば、本問題でもこの要件の緩和や行政側による立証の先行を
考える余地があるのではないだろうか。そして、身体被害でなく、現に生じてい
る不安感を救済の土俵にあげるなら、それに適した精緻な枠組みを構成していく
必要があるのではないだろうか。
六　むすび
許された紙面も残り少なくなったので、簡単に本稿の結論をまとめ、本稿で取
（40）　しかし、行政の専門技術的裁量を尊重することの危惧が指摘されている、この点の議論
につき例えば原田尚彦『訴えの利益』166－191頁（1973）、同『行政判例の役割』115－125頁
（1991）、淡路剛久『環境権の法理と裁判』127－155頁（1980）、前掲・安西。本判決では環境
影響評価義務にっいては、病原体が漏出し原告らの人格権が侵害される危険性を判断する間
接的な一要因に過ぎないと位置付けられた。
（41）　この点にっいては長良川河口堰建設差止請求訴訟と比較されたい。原子炉設置許可処分
取消訴訟の場合には専門機関の存在により被告の立証を重視する正当性は担保されるが、通
常の民事差止訴訟の場合にはその不存在により行政側の立証への過大な依拠は担保されな
い。前掲・王、前掲・安西。
（42）裁判所は「単に未知乃至不確知のものに対する漠然とした不安や怖れを訴えている以上
のものではなく」と述べた後に危険性を判断しているが、このように安全性の認識が先行し
ていると考えられないだろうか。
（43）　高木光「もんじゅ訴訟本案判決」ジュリ1186号48頁（2000）なお、本研究ノートで扱っ
たような問題については、基本設備の安全性審査等に加え実験開始後の周辺環境への影響の
調査の実施・結果の開示が必要となってくるのではなかろうか。
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り扱わなかったその他の問題点を指摘しておきたい。
　まず、不安感に対する保護手段として平穏生活権をより強固な権利とする方法
を模索してみたい。しかし、暴力団関連判決と異なり、施設はそもそも適法なも
のであり、立証責任の軽減が図られるとしても被害発生の高度の蓋然性を要件と
するならば、依然として原告に課される要求は厳しいものであること、そして、
不安感は通常は身体権と結び付けられて考えられているのである。
　そして、不安感を身体権とは独自の利益ととらえるために原発との対比におい
て立証責任の軽減や事案解明義務を考えてみても、専門委員会などを設置し手続
きを踏んだ場合には立地・環境アセスメント手続問題等の点で原告側に有利に働
く余地はあるが、そもそも安全な施設であるという認識から出発している裁判所
の見解をどう覆すか、問題である。これについては、今後行政法や民事訴訟法と
協働しながら法理をさぐる必要があろう。
　最後に環境アセスメントの手続きの欠如が本稿が扱ったような問題では救済手
段を提供する上で重要な手掛りとなる可能性及び理論的検討の必要性を指摘し
て、資料提供的中聞発表を終わりたいと思う（44）。
（注：本研究ノート中の下線は筆者）
（44）浅野直人『環境影響評価の制度と法』（1998）、柳憲一郎「環境アセスメント」大塚・北
村編『環境法学の挑戦』155－169頁所収（2002）。例えば小牧市共同ごみ焼却場に関する名古
屋地判昭和59．4．6判時1115号27頁は環境アセスメントの欠如を理由に被害発生の蓋然性を認
めている。
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平穏生活権関連判例
??
＊ 結果 判決日 事件名等 出典 判決 決定
1 損○ 秋田地判昭和36．9．11住居の平穏侵害と慰籍料請求権 判時272号27頁○
2 損O 東京高裁昭和37。5．26日刊スポーツ新聞社事件 判時301号11頁○
3 損O 東京地判昭和39．9．28「宴のあと」事件 下民集15巻9号2317頁
判時385号12頁
○
4 損○ 横浜地判昭和44．11．26療養上必要な心身の平穏侵害 判時593号63頁○
5 差O 大阪地決昭和51．2．6大阪事務能率事件 労経速915号29頁 ○
6 差O 大阪地決昭和52．12．27大照金属事件 労経速974号18頁 ○
7 損○
差○
横浜地判昭和53．4．19平穏な家庭生活に対する妨害等事件 判タ368号311頁○
8 損O 東京地判昭和55．4．1サラ金業者の打電による生活の静穏侵害
事件
判時966号65頁○
9 損O 新潟地判昭和57．7．29サラ金業者の債権回収による平穏な生活
の侵害事件
判時1067号117頁O
10 ○ 東京地判昭和61．1．29暴力団：マンション専有部分明渡し請求
事件
判タ579号85頁O
11 ○ 札幌地判昭和61．2．18暴力団：マンション競売請求事件 判タ582号94頁O
12 損O 東京地判昭和61．9．16新日本国内空港ヘリ墜落事故第一審判決 判時1206号7頁○
13△ 差△ 京都地決昭和61．11．13日照権侵害（生活権）（仮処分）
建築禁止の仮処分×
民235条に基づく目隠し設置を求める仮
処分○
判時1239号89頁 O
14 ○ 東京高判昭和61．11．17暴力団：マンション専有部分明渡し請求
事件
判タ623号70頁○
15 ??差× 東京高判昭和62．7．15横田基地公害訴訟控訴審判決
（平穏生活権）過去の損害賠償O将来の損
害賠償×
判時1245号3頁○
16 ○ 最判昭和62。7．17 暴力団：マンション専有部分明渡し請求
事件
判タ644号97頁○
17 差O 静岡地浜松支決昭和
62。10．9
一カー家組事務所使用差止等事件 判時1254号45頁 O
18 ○ 静岡地浜松支決昭和
62．11．20
暴力団：一カー家組事務所使用禁止聞接
強制
判時1259号107頁 O
19 ○ 東京高決昭和63．1．27暴力団：一カー家組事務所使用禁止間接
強制
判タ656号261頁 O
20 損× 最判昭和63．6．1 殉職自衛官合祀拒否損害賠償等請求訴訟
上告審判決
民集42巻5号277頁
判時1277号34頁
O
21 損×
差×
最判昭和63．12．20囚われの聴衆事件（内心の静穏な感情を
害されない権利）
判時1302号94頁○
22 差○ 東京地決平成元．3．24東京ふじせ企画労組事件 労判537号14頁 ○
23 損○
差×
最判平成元．12．21 意見ビラ名誉鍛損事件
（慰謝料及び謝罪広告）
民集43巻12号2252
頁判時1354号88頁
○
24 損× 東京地判平成2．8．29マンション購入者個人情報開示事件 判時1382号92頁○
25 損○ 東京地判平成2．11．28養育費等取立事件 判タ764号219頁○
26 差○ 秋田地決平成3．4．18暴力団：組事務所使用差止事件 判時1395号130頁 ○
27 損○ 最判平成3．4。26 水俣病認定遅延損害賠償請求事件上告審
判決
民集45巻4号653頁
判時1385号3頁
○
28O差○ 仙台地決平成4．2．28丸森町廃棄物処分場事件（平穏生活権） 判時1429号109頁 O
29 損○
差O
京都地判平成4．10．22暴力団二自治会からのマンション競売、
引渡し、原状回復請求。損害賠償請求。
判時1455号130頁○
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30 齢 大阪高判平成5．3．25暴力団：組事務所使用差止事件 判時1469号87頁判タ827号195頁O
31O損×
差×
水戸地裁土浦支判平成
5．6．15
P4訴訟
（差止：平穏生活権）
判時1467号3頁○
32 損O 最判平成6．2．8 ノンフィクション「逆転」事件 民集48巻2号149○
33 齢 大阪高決平成6．9．5 暴力団：組事務所使用差止仮処分事件 判タ873号194頁 ○34 損○ 東京地判平成7．3．30HIV解雇無効等請求訴訟 判時1529号42頁○
35O差○ 熊本地決平成7．10。31産業廃棄物最終処分場建設禁止請求事件
（平穏生活権）
判時1569号101頁 ○
36△ 損○
齢
大阪地判平成8．5．27真壁組事件（生活権） 労判669号64頁○
37 差O 神戸地尼崎支決平成9．
2．12
タカラヅカおっかけマップ出版等差止事
件
判時1604号127頁 O
38 損× 東京地判平成9．4．23健康権侵害を理由とする国家賠償請求事
件
判時1651号39頁○
39 差○ 東京地判平成9．6．23ジャニーズゴールドマップ出版等差止事
件
判時1618号97頁○
40 損○ 東京地判平成10．1．21個人情報のNTT電話帳掲載事件 判時1646号102頁○
41 差O 福岡地田川支決平成
10．3．26
産業廃棄物最終処分場建設禁止請求事件 判時1662号121頁 ○
42 差O 水戸地麻生支決平成
10．9．1
産業廃棄物最終処分場建設禁止請求事件 O
43 差○ 東京地判平成10．11．30「ジャニーズおっかけマップスペシャル」
出版・販売等差止請求事件
判時1686号68頁○
44△ 差× 東京地決平成10．12．17クリスマスイルミネーション事件（生活
権）
判タ1001号264頁 ○
45 損O
差O
東京地判平成12．5．12中央洋書事件 労判792号129頁O
46☆ 差× 東京地判平成13．3．27国立感染症研究所実験等差止訴訟 判時1767号51頁○
＊　平穏生活権…　　○
　生活権・・…　　△
　（本研究ノートの判例表については、執筆にあたり具体的に参照したものに限られている）
